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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面に凹形状部を有する表面層を有し、該凹形状部内に離型材料を含有する電子写真感
光体を製造する方法において、
（１）表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の凹形状部を該表面
層の表面の１００μｍ四方あたり１０個以上形成する工程、及び、
（２）該工程（１）で形成された該凹形状部内に離型材料を含有させる工程、
を有することを特徴とする電子写真感光体の製造方法。
【請求項２】
　前記凹形状部の長軸径（Ｒｐｃ）が１．０μｍ以上２．９μｍ以下である請求項１に記
載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項３】
　前記離型材料が四フッ化エチレン樹脂粒子である請求項１または２に記載の電子写真感
光体の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真感光体の製造方法に関する。詳しくは、特定の凹形状部を有する表
面層を有し、該凹形状部内に離型材料を含有する電子写真感光体を製造する方法に関する
。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、低価格及び高生産性等の利点から、光導電性物質（電荷発生物質や電荷輸送物質
）として有機材料を用いた感光層（有機感光層）を支持体上に設けてなる電子写真感光体
、いわゆる有機電子写真感光体の研究開発が盛んに行われている。
【０００３】
　電子写真感光体は、基本的には、支持体と該支持体上に形成された感光層とから構成さ
れている。有機電子写真感光体を構成する感光層は、電荷発生物質と電荷輸送物質を光導
電性物質とし、これら材料を結着する樹脂として結着樹脂を使用する。感光層の層構成は
夫々の機能を電荷発生層と電荷輸送層に機能分離した積層構成や、単一層にこれら材料を
溶解や分散させた単層の層構成がある。電子写真感光体の大半は積層感光体の構成を採用
し、この場合、電荷輸送層が表面層となることが多く、表面層を高耐久化するために、更
に保護層を設ける場合もある。
【０００４】
　電子写真感光体（以下、場合により単に「感光体」という）の表面層は、各種部材や用
紙に接触する層であるために、接触に対する機械的強度あるいは表面層を構成する材料の
化学的安定性のような種々の機能が要求される。これらの要求に対し、表面層を構成する
材料の改良といった観点から多くの提案がなされている。
【０００５】
　無機電子写真感光体の場合には、多数の微小な気孔を有する連続した薄膜に離型剤を塗
布する技術が開示されている（特許文献１）。
【０００６】
　しかしながら、有機電子写真感光体の場合には、無機電子写真感光体に比べ、耐久性が
劣るため、表面に離型剤を塗布しただけでは、効果を維持することが困難であった。
【０００７】
　有機電子写真感光体の表面性向上に関する技術としては、離型剤を電子写真感光体の表
面層に含有させる技術が開示されている。例えば、四フッ化エチレン樹脂に代表される含
フッ素樹脂粒子を表面層に分散させる技術が各種開示されている（特許文献２）。
【０００８】
　しかしながら、離型効果を向上させるために、表面層に含フッ素樹脂粒子を高濃度で分
散させると、電子写真感光体の感度低下を起こす場合があった。
【０００９】
　そこで、電子写真感光体の表面近傍に、より高濃度で離型材料を存在させ、耐久を通じ
て維持させる技術が望まれている。
【特許文献１】特開平２－２４５７６７号公報
【特許文献２】特開平６－３３２２１９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、離型効果を維持できる電子写真感光体の製造方法を提供することであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に従って、表面に凹形状部を有する表面層を有し、該凹形状部内に離型材料を含
有する電子写真感光体を製造する方法において、
（１）表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の凹形状部を該表面
層の表面の１００μｍ四方あたり１０個以上形成する工程、及び、
（２）該工程（１）で形成された該凹形状部内に離型材料を含有させる工程、
を有することを特徴とする電子写真感光体の製造方法が提供される。
【発明の効果】
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【００１６】
　本発明によれば、離型効果を維持できる電子写真感光体の製造方法を提供することがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　本発明は、表面に凹形状部を有する表面層を有し、該凹形状部内に離型材料を含有する
電子写真感光体を製造する方法において、
（１）表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の凹形状部を該表面
層の表面の１００μｍ四方あたり１０個以上形成する工程、及び、
（２）該工程（１）で形成された該凹形状部内に離型材料を含有させる工程、
を有することを特徴とする電子写真感光体の製造方法である。
【００１９】
　本発明における表面層とは、感光層が単層型感光層である場合には感光層を示す。また
、感光層が、円筒状支持体側から電荷発生層、電荷輸送層の順に積層した順層型感光層で
ある場合には電荷輸送層を示す。また、感光層が、円筒状支持体側から電荷輸送層、電荷
発生層の順に積層した逆層型感光層である場合には電荷発生層を示す。
【００２０】
　また、感光層上に保護層を有する場合には、本発明の表面層は、保護層であることを示
す。
【００２１】
　本発明における（１）表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の
凹形状部を形成する工程に関して説明する。
【００２２】
　本発明における各々独立した凹形状部とは、個々の凹形状部が、他の凹形状部と明確に
区分されている状態を示す。本発明における電子写真感光体の表面に形成されている凹形
状部は、感光体表面の観察では、例えば、直線により構成される形状、曲線により構成さ
れる形状あるいは直線及び曲線により構成される形状が挙げられる。直線により構成され
る形状としては、例えば、三角形、四角形、五角形あるいは六角形が挙げられる。曲線に
より構成される形状としては、例えば、円形状あるいは楕円形状が挙げられる。直線及び
曲線により構成される形状としては、例えば、角の円い四角形、角の円い六角形あるいは
扇形が挙げられる。また、本発明における電子写真感光体の表面の凹形状部は、感光体断
面の観察では、例えば、直線により構成される形状、曲線により構成される形状あるいは
直線及び曲線により構成される形状が挙げられる。直線により構成される形状としては、
例えば、三角形、四角形あるいは五角形が挙げられる。曲線により構成される形状として
は、例えば、部分円形状あるいは部分楕円形状が挙げられる。直線及び曲線により構成さ
れる形状としては、例えば、角の円い四角形あるいは扇形が挙げられる。
【００２３】
　本発明における電子写真感光体表面の凹形状部の具体例としては、図１Ａ乃至１Ｇ（凹
形状部の形状例（表面））及び図２Ａ乃至２Ｇ（凹形状部の形状例（断面））で示される
凹形状部が挙げられる。本発明における電子写真感光体表面の凹形状部は、個々に異なる
形状、大きさあるいは深さを有してもよく、また、全ての凹形状部が同一の形状、大きさ
あるいは深さであってもよい。更に、電子写真感光体の表面は、個々に異なる形状、大き
さあるいは深さを有する凹形状部と、同一の形状、大きさあるいは深さを有する凹形状部
が組み合わされた表面であってもよい。
【００２４】
　本発明における長軸径とは、各凹形状部の開孔部を横切る直線のうち、最大となる直線
の長さを示す。具体的には、図１Ａ乃至１Ｇ中の長軸径（Ｒｐｃ）及び図２Ａ乃至２Ｇ中
の長軸径（Ｒｐｃ）で示されているように、電子写真感光体における凹形状部の開孔部周
囲の表面を基準とし、各凹形状部における表面開孔部の最大長さを示す。例えば、凹形状
部の表面形状が円状の場合は直径を示し、表面形状が楕円状の場合は長径を示し、表面形
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状が四角形の場合は対角線のうち長い対角線を示す。
【００２５】
　本発明における深さは、各凹形状部の最深部と開孔面との距離を示す。具体的には、図
２Ａ乃至２Ｇ中の深さ（Ｒｄｖ）で示されているように、電子写真感光体における凹形状
部の開孔部周囲の表面（Ｓ）を基準とし、凹形状部の最深部と開孔面との距離のことを示
す。
【００２６】
　本発明における短軸径とは、各凹形状部の開孔部を横切る直線のうち、最小となる直線
の長さを示す。
【００２７】
　上記凹形状部は、電子写真感光体の少なくとも表面に形成されている。感光体表面の凹
形状部の領域は、表面層上の表面全域であってもよいし、表面の一部分に形成されていて
もよいが、１００μｍ四方あたり１０個以上有することが好ましい。なお、上記の１００
μｍ四方の領域は、電子写真感光体の表面を感光体回転方向に４等分し、該感光体回転方
向と直交する方向に２５等分して得られる計１００箇所の領域のそれぞれの中に、一辺１
００μｍの正方形の領域を設けて測定している。
【００２８】
　本発明の製造方法は、感光体の表面に各々独立した凹形状部を形成し、表面に高濃度で
離型材料を存在させることを特徴としている。表面に高濃度で離型材料を存在させ、効果
を持続させるためには、各々独立した深さ０．１μｍ以上の凹形状部を作製することが重
要であり、より好ましくは、１μｍより大きいことが好ましい。
【００２９】
　また、本発明の電子写真感光体の表面における、各々独立した深さ０．１μｍ以上１０
μｍ以下の凹形状部の配列は任意である。詳しくは、各々独立した深さ０．１μｍ以上１
０μｍ以下の凹形状部が、ランダムに配置されてもよいし、規則性を持って配置されても
よい。表面の均一性を高める上では、規則性を持って配置されることが好ましい。
【００３０】
　次に、本発明における電子写真感光体の表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以
上１０μｍ以下の凹形状部を形成する方法ついて説明する。
【００３１】
　本発明における表面層の表面に凹形状部を形成する方法としては、上記の凹形状部に係
る要件を満たし得る方法であれば、特に制限はない。中でも、
・パルス幅が１００ｎｓ（ナノ秒）以下である出力特性を有するレーザー照射による電子
写真感光体の表面の形成方法、
・所定の形状を有するモールドを電子写真感光体の表面に加圧接触し形状転写を行なう表
面の形成方法、
・電子写真感光体の表面層形成時に表面を結露させた表面の形成方法、
が好ましい。
【００３２】
　パルス幅が１００ｎｓ（ナノ秒）以下である出力特性を有するレーザー照射による電子
写真感光体の表面の形成方法について説明する。この方法で用いるレーザーの具体的な例
としては、ＡｒＦ、ＫｒＦ、ＸｅＦあるいはＸｅＣｌのようなガスをレーザー媒質とする
エキシマレーザーや、チタンサファイアを媒質とするフェムト秒レーザーが挙げられる。
更に、上記レーザー照射における、レーザー光の波長は、１，０００ｎｍ以下であること
が好ましい。
【００３３】
　上記エキシマレーザーは、以下の工程で放出されるレーザー光である。まず、Ａｒ、Ｋ
ｒ及びＸｅのような希ガスと、Ｆ及びＣｌのようなハロゲンガスとの混合気体に、例えば
、放電、電子ビーム又はＸ線でエネルギーを与えて、上述の元素を励起して結合させる。
その後、基底状態に落ちることで解離する際、エキシマレーザー光が放出される。上記エ



(5) JP 5089271 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

キシマレーザーにおいて用いるガスとしては、ＡｒＦ、ＫｒＦ、ＸｅＣｌ及びＸｅＦが挙
げられるが、いずれを用いてもよい。特には、ＫｒＦ、ＡｒＦが好ましい。
【００３４】
　凹形状部の形成方法としては、図３に示されているレーザー光遮蔽部ａとレーザー光透
過部ｂとを適宣配列したマスクを使用する。マスクを透過したレーザー光のみがレンズで
集光され、電子写真感光体の表面に照射されることにより、所望の形状と配列を有した凹
形状部の形成が可能となる。上記レーザー照射による電子写真感光体の表面の形成方法で
は、一定面積内の多数の凹形状部を、凹形状部の形状あるいは面積に関わらず瞬時に、か
つ同時に加工できるため、表面形成工程は短時間ですむ。マスクを用いたレーザー照射に
より、１回照射当たり電子写真感光体の表面の数ｍｍ２から数ｃｍ２の領域が加工される
。レーザー加工においては、図４に示すように、まず、ワーク回転用モーターｄにより電
子写真感光体を自転させる。自転させながら、ワーク移動装置ｅにより、レーザー照射位
置を電子写真感光体の軸方向上にずらしていくことにより、電子写真感光体の表面全域に
効率良く凹形状部を形成することができる。
【００３５】
　上記レーザー照射による電子写真感光体の表面の形成方法により、電子写真感光体の表
面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の凹形状部を形成することが
できる。凹形状部の深さは、上記範囲内で任意であり、レーザー照射による電子写真感光
体の表面を形成する場合は、レーザー照射時間、回数のような製造条件の調整で、凹形状
部の深さは制御できる。製造上の精度あるいは生産性の観点から、レーザー照射による電
子写真感光体の表面を形成する場合は、一回の照射による凹形状部の深さは０．１μｍ以
上２．０μｍ以下とすることが好ましく、更には０．３μｍ以上１．２μｍ以下であるこ
とが好ましい。レーザー照射による電子写真感光体の表面の形成方法を用いることにより
、凹形状部の大きさ、形状及び配列の制御性が高く、高精度且つ自由度の高い電子写真感
光体の表面加工が実現できる。
【００３６】
　また、レーザー照射による電子写真感光体の表面の形成方法では、同じマスクパターン
を用いて上記の表面の形成方法を複数の部位あるいは感光体表面全域に施されてもよい。
この方法により、感光体表面全体に均一性の高い凹形状部を形成することができる。その
結果、電子写真装置において使用する際のクリーニングブレードにかかる力学的負荷は均
一となる。また、図５に示すように、感光体の任意の周方向線上に、凹形状部ｈ及び凹形
状非形成部ｇの双方が存在する配列となるようにマスクパターンを形成することにより、
クリーニングブレードにかかる力学的負荷の偏在は一層防止できる。
【００３７】
　次に、所定の凹凸形状部を有するモールドを電子写真感光体の表面に加圧接触し形状転
写を行なう表面の凹形状部を形成する方法について説明する。
【００３８】
　図６は、本発明におけるモールドによる加圧接触による形状転写加工装置の概略図の例
を示す図である。加圧及び解除が繰り返し行なえる加圧装置Ａに所定のモールドＢを取り
付けた後、感光体Ｃに対して所定の圧力でモールドを当接させ形状転写を行なう。その後
、加圧を一旦解除し、感光体Ｃを回転させた後に、再度加圧そして形状転写工程を行なう
。この工程を繰り返すことにより、感光体全周にわたって所定の凹形状部を形成すること
が可能である。
【００３９】
　また、例えば図７に示されているように、加圧装置Ａに感光体Ｃの全周長程度の所定形
状を有するモールドＢを取り付けた後、感光体Ｃに対して所定の圧力をかけながら感光体
を回転、移動させることにより、感光体全周に亘って所定の凹形状部を形成してもよい。
【００４０】
　また、シート状のモールドをロール状の加圧装置と感光体との間に挟み、モールドシー
トを送りながら表面加工することも可能である。



(6) JP 5089271 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

【００４１】
　また、形状転写を効率的に行なう目的で、モールドや感光体を加熱してもよい。モール
ド及び感光体の加熱温度は、本発明の形状が形成できる範囲で任意であるが、形状転写時
のモールドの温度（℃）を支持体上の感光層のガラス転移温度（℃）より高くするように
加熱されていることが好ましい。更には、モールドの加熱に加えて、形状転写時の支持体
の温度（℃）を感光層のガラス転移温度（℃）より低く制御されていることが、感光体表
面に転写された凹形状部を安定的に形成するうえで好ましい。
【００４２】
　モールド自体の材質や大きさ、形状は適宜選択することが出来る。材質としては、微細
表面加工された金属及びシリコンウエハーの表面にレジストによりパターニングをしたも
の、微粒子が分散された樹脂フィルム及び所定の微細表面形状を有する樹脂フィルムに金
属コーティングされたものが挙げられる。モールド形状の一例を図８Ａ及び図８Ｂに示す
。図８中の（１）は上から見たモールド形状を示し、（２）は横から見たモールド形状を
示す。
【００４３】
　また、感光体に対して圧力の均一性を付与する目的で、モールドと加圧装置との間に弾
性体を設けてもよい。
【００４４】
　上記所定の形状を有するモールドを電子写真感光体の表面に加圧接触し形状転写を行な
う表面の形成方法により、電子写真感光体の表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ
以上１０μｍ以下の凹形状部を形成することができる。所定の形状を有するモールドを電
子写真感光体の表面に加圧接触し形状転写を行なう表面の形成方法を用いることにより、
凹形状部の大きさ、形状及び配列の制御性が高く、高精度且つ自由度の高い電子写真感光
体の表面加工が実現できる。
【００４５】
　次に、電子写真感光体の表面層形成時に表面を結露させた表面の形成方法を説明する。
【００４６】
　電子写真感光体の表面層形成時に表面を結露させた表面の形成方法は、
・結着樹脂及び特定の芳香族有機溶剤を含有し、芳香族有機溶剤の含有量が表面層用塗布
液中の全溶剤質量に対し５０質量％以上８０質量％以下で含有する表面層用塗布液を作製
し、該塗布液を塗布する塗布工程、
・次いで、該塗布液を塗布された支持体を保持し、該塗布液を塗布された支持体の表面を
結露させた支持体保持工程、
・その後、支持体を加熱乾燥する乾燥工程、
により表面に各々独立した凹形状部が形成された表面層を作製することができる。
【００４７】
　上記結着樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、スチレン樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリサルホン樹脂、ポリフェニレンオキシド
樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、アルキッド樹脂及び不飽和樹脂が挙げられる。
特には、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリロニトリ
ル共重合体樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂及びジアリルフタレート樹
脂が好ましい。更には、ポリカーボネート樹脂及びポリアリレート樹脂が好ましい。これ
らは、単独、混合又は共重合体として１種又は２種以上用いることができる。
【００４８】
　上記特定の芳香族有機溶剤は、水に対して親和性の低い溶剤である。具体的には、１，
２－ジメチルベンゼン、１，３－ジメチルベンゼン、１，４－ジメチルベンゼン、１，３
，５－トリメチルベンゼンあるいはクロロベンゼンが挙げられる。
【００４９】
　上記表面層塗布液中に、芳香族有機溶剤を含有していることが重要であるが、凹形状部
を安定的に作製する目的で、表面層塗布液中に、更に水との親和性の高い有機溶剤あるい
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は水を表面層用塗布液中に含有してもよい。水との親和性の高い有機溶剤としては、
（メチルスルフィニル）メタン（慣用名：ジメチルスルホキシド）、
チオラン－１，１－ジオン（慣用名：スルホラン）、
Ｎ，Ｎ－ジメチルカルボキシアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルボキシアミド、
ジメチルアセトアミドあるいは１－メチルピロリジン－２－オンであることが好ましい。
これらの有機溶剤は単独で含有することも、２種以上混合して含有することができる。
【００５０】
　上記支持体の表面を結露させた支持体保持工程とは、表面層塗布液を塗布された支持体
を、支持体の表面が結露する雰囲気下に一定時間保持する工程を示す。この表面形成方法
における結露とは、水の作用により表面層塗布液を塗布された支持体に液滴が形成された
ことを指す。支持体の表面を結露させる条件は、支持体を保持する雰囲気の相対湿度及び
塗布液溶剤の揮発条件（例えば気化熱）によって影響される。しかしながら、表面層塗布
液中に、芳香族有機溶剤を全溶剤質量に対し５０質量％以上含有しているため、塗布液溶
剤の揮発条件の影響は少なく、支持体を保持する雰囲気の相対湿度に主に依存する。支持
体の表面を結露させる相対湿度は、４０％以上１００％以下であることが好ましい。更に
相対湿度７０％以上であることが好ましい。支持体保持工程には、結露による液滴形成が
行われるのに必要な時間があればよい。生産性の観点から好ましくは１秒以上３００秒以
下であり、更には１０秒以上１８０秒以下であることが好ましい。支持体保持工程には、
相対湿度が重要であるが、雰囲気温度としては２０℃以上８０℃以下であることが好まし
い。
【００５１】
　上記加熱乾燥する乾燥工程により、支持体保持工程によって表面に生じた液滴を、感光
体表面の凹形状部として形成できる。均一性の高い凹形状部を形成するためには、速やか
な乾燥であることが重要であるため、加熱乾燥が行われる。乾燥工程における乾燥温度は
、１００℃以上１５０℃以下であることが好ましい。加熱乾燥する乾燥工程時間は、支持
体上に塗布された塗布液中の溶剤及び結露工程によって形成した水滴が除去される時間が
あればよい。乾燥工程時間は、２０分以上１２０分以下であることが好ましく、更には４
０分以上１００分以下であることが好ましい。
【００５２】
　上記電子写真感光体の表面層形成時に表面を結露させた表面の形成方法により、感光体
の表面には、各々独立した凹形状部が形成される。電子写真感光体の表面層形成時に表面
を結露させた表面の形成方法は、水の作用により形成される液滴を、水との親和性の低い
溶剤及び結着樹脂を用いて凹形状部を形成する方法である。この製造方法により作製され
た電子写真感光体表面に形成された凹形状部の個々の形は、水の凝集力により形成される
ため、均一性の高い凹形状部となっている。この製造方法は、液滴あるいは液滴が十分に
成長した状態から液滴を除去する工程を経る製造方法であるため、電子写真感光体の表面
の凹形状部は、例えば、液滴形状あるいはハニカム形状（六角形状）の凹形状部が形成さ
れる。液滴形状の凹形状部とは、感光体表面の観察では、例えば、円形状あるいは楕円形
状に観察される凹形状部であり、感光体断面の観察では、例えば、部分円状あるいは部分
楕円状に観察される凹形状部を示す。また、ハニカム形状（六角形状）の凹形状部とは、
例えば、電子写真感光体の表面に液滴が最密充填されたことにより形成された凹形状部で
ある。具体的には、感光体表面の観察では、例えば、凹形状部が円状、六角形状あるいは
角の円い六角形状であり、感光体断面の観察では、例えば、部分円状あるいは角柱のよう
な凹形状部を示す。
【００５３】
　電子写真感光体の表面層形成時に表面を結露させた表面の形成方法により、電子写真感
光体の表面層の表面に各々独立した深さ０．１μｍ以上１０μｍ以下の凹形状部を形成す
ることができる。
【００５４】
　上記凹形状部は、製造方法で示した範囲内で製造条件の調整を行うことにより制御可能
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である。凹形状部は、例えば、本発明に記載の表面層塗布液中の溶剤種、溶剤含有量、支
持体保持工程における相対湿度、保持工程における保持時間、加熱乾燥温度により制御可
能である。
【００５５】
　次に、本発明における凹形状部内に離型材料を含有させる工程について説明する。
【００５６】
　凹形状部内に含有させられる離型材料としては、例えば、
低分子量ポリプロピレン、低分子量ポリエチレン、カルナウバワックス、マイクロクリス
タリンワックス、ホホバワックス、ライスワックス、モンタン酸ワックス等のワックス類
；
シリカ粒子、アルミナ粒子等の無機粒子；
ケイ酸粒子、アルミナ粒子、酸化チタン粒子、酸化ジルコニウム粒子、酸化マグネシウム
粒子、酸化亜鉛粒子の如き金属酸化物；
チッ化ホウ素、チッ化アルミニウム、チッ化炭素の如きチッ化物；
フッ素原子を有するフッ素化合物；
ケイ素原子を有するケイ素化合物；
が挙げられる。
【００５７】
　中でも、フッ素原子あるいはケイ素原子を有する化合物が好ましい。更には、四フッ化
エチレン樹脂粒子、三フッ化エチレン樹脂粒子、四フッ化エチレン六フッ化プロピレン樹
脂粒子、フッ化ビニル樹脂粒子、フッ化ビニリデン樹脂粒子、二フッ化二塩化エチレン樹
脂粒子、及びそれらの共重合体の粒子であることが好ましい。中でも、四フッ化エチレン
樹脂粒子よりなる含フッ素樹脂粒子であることが好ましい。これらの離型材料は、２種以
上を混合して用いることもできる。これらの離型材料のうち、離型材料が粒子の場合には
、粒子の平均粒径は０．０５μｍ以上であり、前記凹形状部の表面開口部の平均短軸径よ
り小さいことが好ましい。粒子の平均粒径が０．０５μｍ以上であることにより凹形状部
に離型材料を含有させることが容易である。平均粒径の上限としては、粒子を凹形状部に
含有させることから１０μｍである。また、凹形状部の表面開口部の平均短軸径より小さ
いことにより、凹形状部に離型材料を含有させることが容易である。
【００５８】
　本発明における表面の凹形状部内に離型材料を含有させる方法としては、凹形状部内に
離型材料を含有させる方法であれば、特に制限はない。凹形状部内に離型材料を含有させ
る方法の例を挙げれば、
・離型材料、あるいは離型材料の含有している塗布液を表面に塗布することによって凹形
状部内に離型材料を含有させる方法、
・ブレード等の部材を接触させることにより、凹形状部内に離型材料を含有させる方法、
・離型済を静電的に帯電させて、凹形状部内に離型材料を含有させる方法、
が挙げられる。
【００５９】
　離型材料、あるいは離型材料の含有している塗布液を表面に塗布することによって、凹
形状部内に離型材料を含有させる方法について説明する。
【００６０】
　凹形状部内に離型材料を含有させることが出来る方法であれば、特に制限はない。
【００６１】
　離型材料が液状、あるいは、ワックス状のものである場合には、凹形状部を有する感光
体の表面に離型材料を塗布する工程を行なうことが好ましく、塗布方法としては浸漬塗布
方法、スプレー塗布方法が好ましい。
【００６２】
　離型材料が粒子の場合には、表面を溶出させない溶媒に分散させて、塗布する方法、ス
プレー塗布方法、静電的に帯電させることによって表面に塗布する方法が好ましい。
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【００６３】
　更には、凹形状部内に離型材料を効率良く含有させるために、ブレード等の部材を接触
させることにより、凹形状部内に離型材料を含有させる方法を併用することが好ましい。
【００６４】
　本発明は少なくとも上記凹形状部内に離型材料が含有されていることが重要であり、凹
形状部以外に離型材料が存在してもよい。
【００６５】
　凹形状部の空間部分の体積に対する離型材料の体積含有率は平均で３０％以上１００％
以下含有していることが好ましい。
【００６６】
　凹形状部の個数に対する離型材料の含有率は２０％以上１００％以下含有していること
が好ましく、より好ましくは５０％以上含有していることが好ましい。
【００６７】
　次に、本発明による電子写真感光体の構成について説明する。
【００６８】
　上記のとおり、本発明の電子写真感光体は、支持体と、該支持体上に設けられた有機感
光層（以下、単に「感光層」ともいう。）とを有する。本発明による電子写真感光体は、
一般的には、円筒状支持体上に感光層を形成した円筒状有機電子写真感光体が広く用いら
れるが、ベルト状或いはシート状等の形状も可能である。
【００６９】
　感光層は、電荷輸送物質と電荷発生物質とを同一の層に含有する単層型感光層であって
も、電荷発生物質を含有する電荷発生層と電荷輸送物質を含有する電荷輸送層とに分離し
た積層型（機能分離型）感光層であってもよい。本発明による電子写真感光体は、電子写
真特性の観点から、積層型感光層が好ましい。また、積層型感光層は、支持体側から電荷
発生層、電荷輸送層の順に積層した順層型感光層であっても、支持体側から電荷輸送層、
電荷発生層の順に積層した逆層型感光層であってもよい。本発明による電子写真感光体に
おいて、積層型感光層を採用する場合、電子写真特性の観点から、順層型感光層が好まし
い。また、電荷発生層を積層構造としてもよく、また、電荷輸送層を積層構成としてもよ
い。更に、耐久性能向上等を目的とし感光層上に保護層を設けることも可能である。
【００７０】
　支持体としては、導電性を有するもの（導電性支持体）が好ましく、例えば、アルミニ
ウム、アルミニウム合金又はステンレスのような金属製の支持体を用いることができる。
アルミニウム又はアルミニウム合金の場合は、ＥＤ管又はＥＩ管の引抜き管や、これらを
切削、電解複合研磨（電解作用を有する電極と電解質溶液による電解及び研磨作用を有す
る砥石による研磨）、湿式又は乾式ホーニング処理したものも用いることができる。また
、アルミニウム、アルミニウム合金又は酸化インジウム－酸化スズ合金を真空蒸着によっ
て被膜形成された層を有する上記金属製支持体や樹脂製支持体（ポリエチレンテレフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレート、フェノール樹脂、ポリプロピレン又はポリスチレン
樹脂）を用いることもできる。また、カーボンブラック、酸化スズ粒子、酸化チタン粒子
又は銀粒子のような導電性粒子を樹脂や紙に含浸した支持体や、導電性結着樹脂を有する
プラスチックを用いることもできる。
【００７１】
　支持体の表面は、レーザー光等の散乱による干渉縞の防止等を目的として、切削処理、
粗面化処理、アルマイト処理等を施してもよい。
【００７２】
　支持体の体積抵抗率は、支持体の表面が導電性を付与するために設けられた層である場
合、その層の体積抵抗率は、１×１０１０Ω・ｃｍ以下であることが好ましく、特には１
×１０６Ω・ｃｍ以下であることがより好ましい。
【００７３】
　支持体と、後述の中間層又は感光層（電荷発生層、電荷輸送層）との間には、レーザー
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光等の散乱による干渉縞の防止や、支持体の傷の被覆を目的とした導電層を設けてもよい
。これは導電性粉体を適当な結着樹脂に分散させた塗布液を塗工することにより形成され
る層である。
【００７４】
　このような導電性粉体としては、以下のようなものが挙げられる。カーボンブラック、
アセチレンブラック；アルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛又は銀のような
金属粉；導電性酸化スズ又はＩＴＯのような金属酸化物粉体。
【００７５】
　また、同時に用いられる結着樹脂としては、以下の熱可塑樹脂、熱硬化性樹脂又は光硬
化性樹脂が挙げられる。
ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、
スチレン－無水マレイン酸共重合体；ポリエステル、
ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデ
ン；
ポリアリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチル
セルロース樹脂；
ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニル
カルバゾール；アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン
樹脂、フェノール樹脂又はアルキッド樹脂。
【００７６】
　導電層は、上記導電性粉体と結着樹脂を、
テトラヒドロフラン又はエチレングリコールジメチルエーテルのようなエーテル系溶剤；
メタノールのようなアルコール系溶剤；
メチルエチルケトンのようなケトン系溶剤；
トルエンのような芳香族炭化水素溶剤
に分散し、又は溶解し、これを塗布することにより形成することができる。導電層の平均
膜厚は０．２μｍ以上４０μｍ以上であることが好ましく、１μｍ以上３５μｍ以下であ
ることがより好ましく、更には５μｍ以上３０μｍ以下であることがより一層好ましい。
【００７７】
　導電性顔料や抵抗調節顔料を分散させた導電層は、その表面が粗面化される傾向にある
。
【００７８】
　支持体又は導電層と、感光層（電荷発生層、電荷輸送層）との間には、バリア機能や接
着機能を有する中間層を設けてもよい。中間層は、例えば、感光層の接着性改良、塗工性
改良、支持体からの電荷注入性改良、感光層の電気的破壊に対する保護のために形成され
る。
【００７９】
　中間層は、硬化性樹脂を塗布後硬化させて樹脂層を形成する、あるいは、結着樹脂を含
有する中間層用塗布液を導電層上に塗布し、乾燥することによって形成することができる
。
【００８０】
　中間層の結着樹脂としては、以下のものが挙げられる。
ポリビニルアルコール、ポリビニルメチルエーテル、ポリアクリル酸類、メチルセルロー
ス、エチルセルロース、ポリグルタミン酸又はカゼインのような水溶性樹脂；
ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリアミド酸樹脂、メラミン
樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂又はポリグルタミン酸エステル樹脂。
【００８１】
　電気的バリア性を効果的に発現させるためには、また、塗工性、密着性、耐溶剤性及び
抵抗のような観点から、中間層の結着樹脂は熱可塑性樹脂が好ましい。具体的には、熱可
塑性ポリアミド樹脂が好ましい。ポリアミド樹脂としては、溶液状態で塗布できるような
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低結晶性又は非結晶性の共重合ナイロンが好ましい。中間層の平均膜厚は、０．０５μｍ
以上７μｍ以下であることが好ましく、更には０．１μｍ以上２μｍ以下であることがよ
り好ましい。
【００８２】
　また、中間層において電荷（キャリア）の流れが滞らないようにするために、中間層中
に、半導電性粒子を分散させる、あるいは、電子輸送物質（アクセプターのような電子受
容性物質）を含有させてもよい。
【００８３】
　次に、本発明における感光層について説明する。
【００８４】
　本発明の電子写真感光体に用いられる電荷発生物質としては、以下のものが挙げられる
。モノアゾ、ジスアゾ又はトリスアゾのようなアゾ顔料；
金属フタロシアニン又は非金属フタロシアニンのようなフタロシアニン顔料；
インジゴ又はチオインジゴのようなインジゴ顔料；
ペリレン酸無水物又はペリレン酸イミドのようなペリレン顔料；
アンスラキノン又はピレンキノンのような多環キノン顔料；
スクワリリウム色素、ピリリウム塩又はチアピリリウム塩、トリフェニルメタン色素；
セレン、セレン－テルル又はアモルファスシリコンのような無機物質；
キナクリドン顔料、アズレニウム塩顔料、シアニン染料、キサンテン色素、キノンイミン
色素又はスチリル色素。これら電荷発生材料は１種のみ用いてもよく、２種以上用いても
よい。これらの中でも、特にオキシチタニウムフタロシアニン、ヒドロキシガリウムフタ
ロシアニンあるいはクロロガリウムフタロシアニンのような金属フタロシアニンは、高感
度であるため、好ましい。
【００８５】
　感光層が積層型感光層である場合、電荷発生層に用いる結着樹脂としては、ポリカーボ
ネート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアリレート樹脂、ブチラール樹脂、ポリスチレン樹
脂、ポリビニルアセタール樹脂、ジアリルフタレート樹脂が挙げられる。また、アクリル
樹脂、メタクリル樹脂、酢酸ビニル樹脂、フェノール樹脂、シリコーン樹脂、ポリスルホ
ン樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体樹脂、アルキッド樹脂、エポキシ樹脂、尿素樹脂
又は塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹脂が挙げられる。特には、ブチラール樹脂が好ま
しい。これらは、単独、混合又は共重合体として１種又は２種以上用いることができる。
【００８６】
　電荷発生層は、電荷発生物質を結着樹脂及び溶剤と共に分散して得られる電荷発生層用
塗布液を塗布し、乾燥することによって形成することができる。また、電荷発生層は、電
荷発生物質の蒸着膜としてもよい。分散方法としては、ホモジナイザー、超音波、ボール
ミル、サンドミル、アトライター又はロールミルを用いた方法が挙げられる。電荷発生物
質と結着樹脂との割合は、質量比で１０：１～１：１０の範囲が好ましく、特には３：１
～１：１の範囲がより好ましい。
【００８７】
　電荷発生層用塗布液に用いる溶剤は、使用する結着樹脂や電荷発生物質の溶解性や分散
安定性から選択される。有機溶剤としては、アルコール系溶剤、スルホキシド系溶剤、ケ
トン系溶剤、エーテル系溶剤、エステル系溶剤又は芳香族炭化水素溶剤が挙げられる。
【００８８】
　電荷発生層の平均膜厚は５μｍ以下であることが好ましく、特には０．１μｍ以上２μ
ｍ以下であることがより好ましい。
【００８９】
　また、電荷発生層には、種々の増感剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤及び／又は可塑剤を
必要に応じて添加することもできる。また、電荷発生層において電荷（キャリア）の流れ
が滞らないようにするために、電荷発生層には、電子輸送物質（アクセプターのような電
子受容性物質）を含有させてもよい。
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【００９０】
　本発明の電子写真感光体に用いられる電荷輸送物質としては、トリアリールアミン化合
物、ヒドラゾン化合物、スチリル化合物、スチルベン化合物、ピラゾリン化合物、オキサ
ゾール化合物、チアゾール化合物又はトリアリルメタン化合物が挙げられる。これら電荷
輸送物質は１種のみ用いてもよく、２種以上用いてもよい。
【００９１】
　電荷輸送層は、電荷輸送物質と結着樹脂とを溶剤に溶解させることによって得られる電
荷輸送層用塗布液を塗布し、これを乾燥させることによって形成することができる。また
、上記電荷輸送物質のうち単独で成膜性を有するものは、結着樹脂を用いずにそれ単独で
成膜し、電荷輸送層とすることもできる。
【００９２】
　感光層が積層型感光層である場合、電荷輸送層に用いる結着樹脂としては、以下のもの
が挙げられる。アクリル樹脂、スチレン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂
、ポリアリレート樹脂、ポリサルホン樹脂、ポリフェニレンオキシド樹脂、エポキシ樹脂
、ポリウレタン樹脂、アルキッド樹脂又は不飽和樹脂。特には、ポリメチルメタクリレー
ト樹脂、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂、ポリアリレート樹脂又はジアリルフタレート樹脂が好ましい。これらは、単独、
混合又は共重合体として１種又は２種以上用いることができる。
【００９３】
　電荷輸送層は、電荷輸送物質と結着樹脂を溶剤に溶解して得られる電荷輸送層用塗布液
を塗布し、乾燥することによって形成することができる。電荷輸送物質と結着樹脂との割
合は、質量比で２：１～１：２の範囲が好ましい。
【００９４】
　電荷輸送層用塗布液に用いる溶剤としては、以下のものが挙げられる。
アセトン又はメチルエチルケトンのようなケトン系溶剤；
酢酸メチル又は酢酸エチルのようなエステル系溶剤；
テトラヒドロフラン、ジオキソラン、ジメトキシメタン又はジメトキシエタンのようなエ
ーテル系溶剤；
トルエン、キシレン又はクロロベンゼンのような芳香族炭化水素溶剤。これら溶剤は、単
独で使用してもよいが、２種類以上を混合して使用してもよい。これらの溶剤の中でも、
エーテル系溶剤又は芳香族炭化水素溶剤を使用することが、樹脂溶解性のような観点から
好ましい。
【００９５】
　電荷輸送層の平均膜厚は５μｍ以上５０μｍ以下であることが好ましく、特には１０μ
ｍ以上３５μｍ以下であることがより好ましい。
【００９６】
　また、電荷輸送層には、例えば酸化防止剤、紫外線吸収剤及び／又は可塑剤を必要に応
じて添加することもできる。
【００９７】
　本発明において電子写真感光体に要求される特性の一つである耐久性能の向上にあたっ
ては、上記の機能分離型感光体の場合、表面層となる電荷輸送層の材料設計は重要である
。例えば、高強度の結着樹脂を用いる方法、可塑性を示す電荷輸送物質と結着樹脂との比
率を適正化する方法、高分子電荷輸送物質を使用する方法が挙げられるが、より耐久性能
を発現させるためには表面層を硬化系樹脂で構成することが有効である。
【００９８】
　表面層を硬化系樹脂で構成する方法としては、例えば、電荷輸送層を硬化系樹脂で構成
することが挙げられ、また、上記の電荷輸送層上に第二の電荷輸送層或いは保護層として
硬化系樹脂層を形成することが挙げられる。硬化系樹脂層に要求される特性は、膜の強度
と電荷輸送能力との両立であり、電荷輸送材料及び重合或いは架橋性のモノマーやオリゴ
マーから構成されるのが一般的である。
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【００９９】
　これら表面層を硬化系樹脂で構成する方法には、電荷輸送材料としては、公知の正孔輸
送性化合物及び電子輸送性化合物を用いることができる。これらの化合物を合成する材料
としては、アクリロイルオキシ基又はスチレン基を有する連鎖重合系の材料が挙げられる
。また、水酸基、アルコキシシリル基又はイソシアネート基を有する逐次重合系のような
材料が挙げられる。特に、表面層を硬化系樹脂で構成された電子写真感光体の電子写真特
性、汎用性や材料設計及び製造安定性の観点から正孔輸送性化合物と連鎖重合系材料の組
み合わせが好ましい。更には、正孔輸送性基及びアクリロイルオキシ基の両者を分子内に
有する化合物を硬化させた表面層で構成された電子写真感光体であることが特に好ましい
。
【０１００】
　硬化手段としては、熱、光又は放射線のような公知の手段が利用できる。なお、中でも
放射線を用いるのが好ましい。なぜなら放射線による重合は重合開始剤を特に必要としな
いからである。これにより非常に高純度な三次元マトリックスの表面層を作製することが
でき、良好な電子写真特性を示す電子写真感光体を得ることができるからである。上記放
射線とは電子線又はγ線等である。電子線を照射する場合には、スキャニング型、エレク
トロカーテン型、ブロードビーム型、パルス型又はラミナー型等の加速器を用いて行うこ
とができる。
【０１０１】
　電気特性及び機械的劣化に対する耐久性を向上させた本発明にかかる電子写真感光体を
得る上で、電子線の照射条件を考慮することは重要である。例えば、本発明において、加
速電圧は２５０ｋＶ以下であると好ましく、より好ましくは１５０ｋＶ以下である。また
照射線量は１×１０４Ｇｙ以上１ＭＧｙ以下の範囲であると好ましく、より好ましくは５
×１０５Ｇｙ以下の範囲である。加速電圧が上記を超えると電気特性の劣化が起り易くな
る。また、照射線量が上記範囲よりも少ない場合には表面層の硬化が不十分となり、一方
照射線量が多い場合には電気特性の劣化が起り易くなる。
【０１０２】
　更に、本発明では表面層をより硬化させるために、電子線による重合反応時に熱を加え
てもよい。熱を加えるタイミングとしてはラジカルが存在する間に電子写真感光体が一定
の温度になっていればよいため、電子線照射前、照射中、照射後、いずれの段階で加熱し
てもよい。加熱温度は、電子写真感光体の温度が室温以上２５０℃以下となるように調整
すればよい。より好ましくは５０℃以上１５０℃以下である。温度が上記範囲よりも高い
場合には、電子写真感光体の材料に劣化が生じるからである。加温する時間は、その温度
にもよるが、おおよそ数秒から数十分程度であるとよい。
【０１０３】
　照射及び加温時の雰囲気は、大気中、窒素及びヘリウム等の不活性ガス中、真空中のい
ずれの場合であっても構わない。酸素によるラジカルの失活を抑制することができるとい
う点で、不活性ガス中あるいは真空中が好ましい。
【０１０４】
　硬化系樹脂層の平均膜厚は、電荷輸送層の場合は、５μｍ以上５０μｍ以下であること
が好ましく、更には１０μｍ以上３５μｍ以下であることが好ましい。第二の電荷輸送層
或いは保護層の場合は、０．１μｍ以上２０μｍ以下であることが好ましく、更には１μ
ｍ以上１０μｍ以下であることが好ましい。
【０１０５】
　本発明の電子写真感光体の各層には各種添加剤を添加することができる。添加剤として
は、酸化防止剤、紫外線吸収剤あるいは耐光安定剤のような劣化防止剤や、有機微粒子や
無機微粒子が挙げられる。劣化防止剤としては、ヒンダードフェノール系酸化防止剤、ヒ
ンダードアミン系耐光安定剤、硫黄原子含有酸化防止剤、リン原子含有酸化防止剤が挙げ
られる。有機微粒子としては、フッ素原子含有樹脂粒子、ポリスチレン微粒子、ポリエチ
レン樹脂粒子のような高分子樹脂粒子が挙げられる。無機微粒子としては、シリカ、アル
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ミナのような金属酸化物が挙げられる。
【０１０６】
　本発明の電子写真感光体の表面層の弾性変形率は、４０％以上７０％以下であることが
好ましく、４５％以上６５％以下であることがより好ましく、５０％以上６０％以下であ
ることがより一層好ましい。また、本発明の電子写真感光体の表面のユニバーサル硬さ値
（ＨＵ）は、１４０Ｎ／ｍｍ２以上２４０ｍｍ２以下であることが好ましく、更には、１
５０Ｎ／ｍｍ２以上２２０Ｎ／ｍｍ２以下であることが好ましい。
【０１０７】
　本発明において、電子写真感光体の表面のユニバーサル硬さ値（ＨＵ）及び弾性変形率
は、雰囲気温度２５℃及び相対湿度５０％ＲＨの環境下、微小硬さ測定装置フィシャース
コープＨ１００Ｖ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）を用いて測定した値である。このフィシャース
コープＨ１００Ｖは、測定対象（電子写真感光体の周面）に圧子を当接し、この圧子に連
続的に荷重をかけ、荷重下での押し込み深さを直読することにより連続的硬さが求められ
る装置である。本発明においては、圧子として対面角１３６°のビッカース四角錐ダイヤ
モンド圧子を用い、電子写真感光体の周面に圧子を押し当て、以下の条件で行った。
【０１０８】
　圧子に連続的にかける荷重の最終（最終荷重）：６ｍＮ
　圧子に最終荷重６ｍＮをかけた状態を保持する時間（保持時間）：０．１秒
　また、測定点は２７３点とした。
【０１０９】
　図９は、フィシャースコープＨ１００Ｖ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）の出力チャートの概略
を示す図である。また、図１０は、本発明による電子写真感光体を測定対象としたときの
フィシャースコープＨ１００Ｖ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）の出力チャートの一例を示す図で
ある。図９及び図１０において、縦軸は圧子にかけた荷重Ｆ（ｍＮ）を、横軸は圧子の押
し込み深さｈ（μｍ）を示す。図９は、圧子にかける荷重を段階的に増加させて荷重が最
大になった（Ａ→Ｂ）後、段階的に荷重を減少させた（Ｂ→Ｃ）ときの結果を示す。図１
０は、圧子にかける荷重を段階的に増加させて最終的に荷重を６ｍＮとし、その後、段階
的に荷重を減少させたときの結果を示す。
【０１１０】
　ユニバーサル硬さ値は、圧子に最終荷重６ｍＮをかけたときの該圧子の押し込み深さか
ら下記式により求めることができる。なお、下記式中、ＨＵはユニバーサル硬さを、Ｆｆ

は最終荷重（単位Ｎ）を、Ｓｆは最終荷重をかけたときの圧子の押し込まれた部分の表面
積（ｍｍ２）をそれぞれ示す。また、ｈｆは最終荷重をかけたときの圧子の押し込み深さ
（ｍｍ）を示す。
【０１１１】
【数１】

【０１１２】
　また、弾性変形率は、圧子が測定対象（電子写真感光体の周面）に対して行った仕事量
（エネルギー）、すなわち、圧子の測定対象（電子写真感光体の周面）に対する荷重の増
減によるエネルギーの変化より求めることができる。具体的には、弾性変形仕事量Ｗｅを
全仕事量Ｗｔで除した値（Ｗｅ／Ｗｔ）が弾性変形率である。なお、全仕事量Ｗｔは、図
９中のＡ－Ｂ－Ｄ－Ａで囲まれる領域の面積であり、弾性変形仕事量Ｗｅは、図９中のＣ



(15) JP 5089271 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

－Ｂ－Ｄ－Ｃで囲まれる領域の面積である。
【０１１３】
　以上の各層の塗布液を塗布する際には、浸漬コーティング法、スプレーコーティング法
、スピンナーコーティング法、ローラーコーティング法、マイヤーバーコーティング法、
ブレードコーティング法又はリングコーティング法のような塗布方法を用いることができ
る。
【０１１４】
　次に、本発明によるプロセスカートリッジ及び電子写真装置について説明する。図１１
は、本発明による電子写真感光体を有するプロセスカートリッジを備えた電子写真装置の
概略構成の一例を示す図である。
【０１１５】
　図１１において、円筒状の電子写真感光体１は、軸２を中心に矢印方向に所定の周速度
で回転駆動される。
【０１１６】
　回転駆動される該電子写真感光体１の表面は、帯電手段（一次帯電手段：例えば帯電ロ
ーラー）３により、正又は負の所定電位に均一に帯電される。次いで、スリット露光やレ
ーザービーム走査露光のような露光手段（不図示）から出力される露光光（画像露光光）
４を受ける。こうして電子写真感光体１の表面に、目的の画像に対応した静電潜像が順次
形成されていく。
【０１１７】
　電子写真感光体１の表面に形成された静電潜像は、現像手段５の現像剤に含まれるトナ
ーにより現像されてトナー像となる。次いで、電子写真感光体１の表面に形成担持されて
いるトナー像が、転写手段（例えば転写ローラー）６からの転写バイアスによって、転写
材供給手段（不図示）から電子写真感光体１と転写手段６との間（当接部）に電子写真感
光体１の回転と同期して給送された転写材（例えば紙）Ｐに順次転写されていく。
【０１１８】
　トナー像の転写を受けた転写材Ｐは、電子写真感光体１の表面から分離されて定着手段
８へ導入されて像定着を受けることにより画像形成物（プリント、コピー）として装置外
へプリントアウトされる。
【０１１９】
　トナー像転写後の電子写真感光体１の表面は、クリーニング手段（例えばクリーニング
ブレード）７によって転写残りの現像剤（トナー）の除去を受けて清浄面化される。更に
、電子写真感光体１の表面は、前露光手段（不図示）からの前露光光（不図示）により除
電処理された後、繰り返し画像形成に使用される。なお、図１１に示すように、帯電手段
３が、例えば帯電ローラーを用いた接触帯電手段である場合は、前露光は必ずしも必要で
はない。
【０１２０】
　上記の電子写真感光体１、帯電手段３、現像手段５及びクリーニング手段７の構成要素
のうち、複数のものを容器に納めてプロセスカートリッジとして一体に結合して構成して
もよい。また、このプロセスカートリッジを複写機やレーザービームプリンターのような
電子写真装置本体に対して着脱自在に構成してもよい。図１１では、電子写真感光体１と
、帯電手段３、現像手段５及びクリーニング手段７とを一体に支持してカートリッジ化し
て、電子写真装置本体のレールのような案内手段１０を用いて電子写真装置本体に着脱自
在なプロセスカートリッジ９としている。
【実施例】
【０１２１】
　以下に、具体的な実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。ただし、本発明はこれ
らに限定されるものではない。なお、実施例中の「部」は「質量部」を、「％」は「質量
％」を意味する。
【０１２２】
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　（実施例１）
　２３℃／６０％ＲＨの環境下で熱間押し出しすることにより得られた、長さ２６０．５
ｍｍ、直径３０ｍｍのアルミニウムシリンダー（ＪＩＳ－Ａ３００３、アルミニウム合金
のＥＤ管、昭和アルミニウム（株）製）を導電性円筒状支持体とした。
【０１２３】
　次に、
　導電性粒子としての酸素欠損型ＳｎＯ２を被覆したＴｉＯ２粒子　　　　６．６部
（粉体抵抗率８０Ω・ｃｍ、ＳｎＯ２の被覆率（質量比率）は５０％）
　結着樹脂としてのフェノール樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．５部
（商品名：プライオーフェンＪ－３２５、大日本インキ化学工業（株）製、樹脂固形分６
０％）
　溶剤としてのメトキシプロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　５．９部
を、直径１ｍｍのガラスビーズを用いたサンドミルで３時間分散して、分散液を調製した
。この分散液に、
　表面粗し付与材としてのシリコーン樹脂粒子　　　　　　　　　　　　　０．５部
（商品名：トスパール１２０、ＧＥ東芝シリコーン（株）製、平均粒径２μｍ）
　レベリング剤としてのシリコーンオイル　　　　　　　　　　　　　０．００１部
（商品名：ＳＨ２８ＰＡ、東レ・ダウコーニング（株）製）
を添加して攪拌し、導電層用塗布液を調製した。
【０１２４】
　この導電層用塗布液を、導電性円筒状支持体上に浸漬コーティングし、温度１４０℃で
３０分間乾燥、熱硬化して、導電性円筒状支持体上端から１３０ｍｍの位置の平均膜厚が
１５μｍの導電層を形成した。
【０１２５】
　更に、導電層上に、Ｎ－メトキシメチル化ナイロン（商品名：トレジンＥＦ－３０Ｔ、
帝国化学産業（株）製）４部及び共重合ナイロン樹脂（アミランＣＭ８０００、東レ（株
）製）２部を、メタノール６５部／ｎ－ブタノール３０部の混合溶媒に溶解した。得られ
た中間層用塗布液を浸漬コーティングし、温度１００℃で１０分間乾燥して、円筒状支持
体上端から１３０ｍｍ位置の平均膜厚が０．５μｍの中間層を形成した。
【０１２６】
　次に、
　ヒドロキシガリウムフタロシアニン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
（ＣｕＫα特性Ｘ線回折におけるブラッグ角（２θ±０．２°）の７．５°、９．９°、
１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．３°に強いピークを有する結晶形）
　ポリビニルブチラール（商品名：エスレックＢＸ－１、積水化学工業（株）製）　５部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５０部
を、直径１ｍｍのガラスビーズを用いたサンドミル装置で１時間分散し、次に、酢酸エチ
ル２５０部を加えて電荷発生層用塗布液を調製した。この電荷発生層用塗布液を、中間層
上に浸漬コーティングし、温度１００℃で１０分間乾燥して、円筒状支持体上端から１３
０ｍｍ位置の平均膜厚が０．１６μｍの電荷発生層を形成した。
【０１２７】
　次に、
　下記構造式（１）で示される電荷輸送物質（正孔輸送物質）　　　　　　　７０部
【０１２８】
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【化１】

　ポリカーボネート樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
　（ユーピロンＺ４００、三菱エンジニアリングプラスチックス（株）社製）
の成分をクロロベンゼン６００部及びメチラール２００部の混合溶媒中に溶解して電荷輸
送層用塗料を調製した。これを用いて、上記電荷発生層上に電荷輸送層を浸漬塗布し、１
００℃に加熱されたオーブン内で３０分間、加熱乾燥することにより、支持体上端から１
７０ｍｍ位置の平均膜厚が１５μｍの電荷輸送層を形成した。
【０１２９】
　次いで、下記構造式（２）で示される電荷輸送物質（正孔輸送物質）　　９０部
【０１３０】

【化２】

【０１３１】
を１，１，２，２，３，３，４－ヘプタフルオロシクロペンタン（商品名：ゼオローラＨ
、日本ゼオン（株）社製）７０部及び１－プロパノール７０部の混合溶媒に溶解し、第二
電荷輸送層用塗料を調製した。
【０１３２】
　上記第二電荷輸送層用塗料を用いて、上記電荷輸送層上に第二電荷輸送層用塗料を塗布
した後、大気中、５０℃のオーブンで１０分間乾燥した。その後、窒素雰囲気下において
加速電圧１５０ｋＶ及びビーム電流３．０ｍＡの条件で支持体を２００ｒｐｍで回転させ
ながら１．６秒間電子線照射を行った。引き続いて、窒素雰囲気下において、支持体周囲
の温度を２５℃から１２５℃まで３０秒かけて昇温させ、第二電荷輸送層に含有される物
質の硬化反応を行った。なお、このときの電子線の吸収線量を測定したところ、１５ｋＧ
ｙであった。また、電子線照射及び加熱硬化反応雰囲気の酸素濃度は１５ｐｐｍ以下であ
った。上記処理を行った支持体を、大気中において２５℃まで自然冷却し、その後、１０
０℃に加熱されたオーブン内で３０分間、大気中で、加熱処理を行なって、支持体上端か
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ら１７０ｍｍ位置の平均膜厚が５μｍの保護層を形成し、電子写真感光体を得た。
【０１３３】
　上記の方法により作製された電子写真感光体に対して、図７に示されたモールドによる
加圧接触の形状転写加工装置において、図１２に示された形状転写用のモールドを設置し
表面加工を行った。加工時の電子写真感光体及びモールドの温度は１１０℃に制御し、５
ＭＰａの圧力で加圧しながら、感光体を周方向に回転させ形状転写を行った。図１２にお
いて、（１）は上から見たモールド形状を示し、（２）は横から見たモールド形状を示す
図である。図１２に示すモールドは円柱形状を有しており、その長軸径Ｄは１．０μｍ、
高さＦは３．０μｍであり、モールドとモールドとの間隔Ｅは１．０μｍである。
【０１３４】
　＜電子写真感光体の表面形状測定＞
　上記の方法により作製された電子写真感光体に対して、超深度形状測定顕微鏡ＶＫ－９
５００（（株）キーエンス社製）を用いて表面観察を行った。測定対象の電子写真感光体
を円筒状支持体を固定できるよう加工された置き台に設置し、電子写真感光体の上端から
１７０ｍｍ離れた位置の表面観察を行った。その際、対物レンズ倍率５０倍とし、感光体
表面の１００μｍ四方を視野観察とし、測定を行った。測定視野内に観察された凹形状部
を解析プログラムを用いて解析を行った。
【０１３５】
　測定視野内にある各凹形状部の表面部分の形状、長軸径（Ｒｐｃ）及び凹形状部の最深
部と開孔面との距離を示す深さ（Ｒｄｖ）を測定した。電子写真感光体の表面には、図１
３に示される円柱状の凹形状部が形成されていることが確認された。深さが０．１μｍよ
り深い凹形状部の１００μｍ四方中の個数を算出すると、２，５００個であった。また、
上記１００μｍ四方中の凹形状部の平均長軸径（Ｒｐｃ－Ａ）は、１．０μｍであった。
なお、本実施例での平均短軸径は凹形状部が円柱状なので平均長軸径と同じ１．０μｍで
あった。また、凹形状部と、その凹形状部と最も近い距離にある凹形状部との平均距離Ｉ
（以下、凹形状部間隔と表記することもある）は、１．０μｍの間隔で形成されていた。
また、上記１００μｍ四方中の凹形状部の平均深さ（Ｒｄｖ－Ａ）は、１．５μｍであっ
た。更に、面積率を算出すると、２０％であった。
【０１３６】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１３７】
　このようにして本発明の電子写真感光体を得た。上記超深度形状測定顕微鏡ＶＫ－９５
００（（株）キーエンス社製）を用いて同様に表面観察を行った。測定対象の電子写真感
光体を円筒状支持体を固定できるよう加工された置き台に設置し、電子写真感光体の上端
から１７０ｍｍ離れた位置の表面観察を行った。その際、対物レンズ倍率５０倍とし、感
光体表面の１００μｍ四方を視野観察とし、測定を行った。測定視野内に観察された凹形
状部に離型材料が含有していることを確認した。
【０１３８】
　＜電子写真感光体の特性評価＞
　上記の方法により作製された電子写真感光体を、キヤノン（株）製の電子写真複写機Ｇ
Ｐ５５（コロナ帯電方式）に装着し、以下のように評価を行った。
【０１３９】
　雰囲気温度２３℃及び相対湿度５０％ＲＨの環境下で、電子写真感光体の暗部電位（Ｖ
ｄ）が－７００Ｖ、明部電位（Ｖｌ）が－２００Ｖになるように電位の条件を設定し、電
子写真感光体の初期電位を調整した。
【０１４０】
　次に、ポリウレタンゴム製のクリーニングブレードを、電子写真感光体表面に対して、
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当接角２５°及び当接圧３０ｇ／ｃｍとなるように設定した。
【０１４１】
　回転速度を調整可能なモータ及びトルク変換機を使用して、カートリッジを強制駆動さ
せてトルクを測定可能な回転装置を準備した。本発明では、モータとしてオリエンタルモ
ーター株式会社製のブラシレスＤＣモーター、ＡＸＵＭ２１０－ＧＮを用い、トルク変換
機として株式会社エス・エス・ケイ製のトルク変換機、ＴＭ３６－０５を用いた。この空
回転装置は、機械的動力のみを伝えるものであり、カートリッジを帯電や露光等のプロセ
スの影響なく回転駆動のみさせるものである。また、モータの駆動状況は、計装用コンデ
ィショナ（協和電業製ＷＧＡ８００－Ｂ）及びレコーダー（ＨＩＫＯＫＩ　８８４１　Ｍ
ＥＭＯＲＹ　ＨｉＣＯＲＤＥＲ）を使用してリアルタイムに観測と記録が可能となってい
る。
【０１４２】
　上記評価条件において、上記の表面加工された電子写真感光体の回転モータの初期の駆
動電流値（電流値Ａ）を測定した。この評価は、電子写真感光体とクリーニングブレード
との負荷量を評価したものである。得られた電流値の大きさは、電子写真感光体とクリー
ニングブレードとの負荷量の大きさを示す。更に、同様の方法で得られた電子写真感光体
に対して、表面の加工を行なわなかった電子写真感光体を用いて、電子写真感光体の回転
モータの初期の駆動電流値（電流値Ｂ）を測定した。このようにして得られた表面加工さ
れた電子写真感光体の回転モータの駆動電流値（電流値Ａ）と、表面を加工されていない
電子写真感光体の回転モータの駆動電流値（電流値Ｂ）との比を算出した。得られた（電
流値Ａ）／（電流値Ｂ）の数値を、相対的な初期のトルク比率として比較した。この相対
的な初期のトルク比率の数値は、表面加工された電子写真感光体とクリーニングブレード
との負荷量の増減を示し、トルク比率の数値が小さいほうが電子写真感光体とクリーニン
グブレードとの負荷量が小さいことを示す。
【０１４３】
　その後、Ａ４紙サイズを２枚間欠の条件で、２，０００枚の通紙耐久試験を行った。な
お、テストチャートは、印字比率５％のものを用いた。
【０１４４】
　２，０００枚の通紙耐久後、上記評価条件において、上記表面加工された電子写真感光
体の回転モータの初期の駆動電流値（電流値Ｃ）を測定した。更に、同様の方法で得られ
た電子写真感光体に対して、表面の加工を行わなかった電子写真感光体を２，０００枚の
通紙耐久後、同様の条件において、電子写真感光体の回転モータの初期の駆動電流値（電
流値Ｃ）を測定した。このようにして得られた表面加工された電子写真感光体の２，００
０枚通紙耐久後の回転モータの駆動電流値（電流値Ｃ）と、表面を加工されていない電子
写真感光体の２，０００枚通紙耐久後の回転モータの駆動電流値（電流値Ｄ）との比を算
出した。得られた（電流値Ｃ）／（電流値Ｄ）の数値を、相対的な２，０００枚後のトル
ク比率として比較した。この相対的な２０００枚後のトルク比率の数値は、表面加工され
た電子写真感光体とクリーニングブレードとの負荷量の増減を示し、トルク比率の数値が
小さいほうが電子写真感光体とクリーニングブレードとの負荷量が小さいことを示す。
【０１４５】
　（実施例２）
　実施例１と同様に電子写真感光体を作製し、実施例１で使用したモールドにおいて、図
１２中のＦで示された高さを３．０μｍから１．５μｍとした以外は、実施例１と同様に
加工を行った。実施例１と同様に表面形状測定を行ったところ、円柱状の凹形状部が形成
されていることが確認された。また、凹形状部間隔は、１．０μｍの間隔で形成され、面
積率を算出すると２０％であった。実施例１と同様に、弾性変形率及びユニバーサル硬さ
を測定した。結果、弾性変形率値は５５％及びユニバーサル硬さ値は１８０Ｎ／ｍｍ２で
あった。
【０１４６】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
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品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１４７】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１４８】
　（実施例３）
　実施例１と同様に電子写真感光体を作製し、実施例１で使用したモールドにおいて、図
１２中のＤで示された長軸径を１．０μｍから０．５μｍに変更した。また、Ｅで示され
た間隔を１．０μｍから０．５μｍ及びＦで示された高さを３．０μｍから１．０μｍと
した以外は、実施例１と同様に加工を行った。実施例１と同様に表面形状測定を行ったと
ころ、円柱状の凹形状部が形成されていることが確認された。測定結果を表１に示す。ま
た、凹形状部間隔は、０．５μｍの間隔で形成され、面積率を算出すると２０％であった
。実施例１と同様に、弾性変形率及びユニバーサル硬さを測定した。結果、弾性変形率値
は５５％及びユニバーサル硬さ値は１８０Ｎ／ｍｍ２であった。
【０１４９】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１５０】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１５１】
　（実施例４）
　実施例１と同様に電子写真感光体を作製し、実施例１で使用したモールドにおいて、図
１２中のＤで示された長軸径を１．０μｍから０．５μｍに変更した。また、Ｅで示され
た間隔を１．０μｍから０．５μｍ及びＦで示された高さを３．０μｍから２．０μｍと
した以外は、実施例１と同様に加工を行った。実施例１と同様に表面形状測定を行ったと
ころ、円柱状の凹形状部が形成されていることが確認された。測定結果を表１に示す。ま
た、凹形状部間隔は、０．５μｍの間隔で形成され、面積率を算出すると２０％であった
。実施例１と同様に、弾性変形率及びユニバーサル硬さを測定した。結果、弾性変形率値
は５５％及びユニバーサル硬さ値は１８０Ｎ／ｍｍ２であった。
【０１５２】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１５３】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１５４】
　（実施例５）
　実施例１で用いた凹形状部に含有される離型材料を表面処理シリカ粒子（商品名：ＫＭ
ＰＸ－１００、信越化学工業製、平均粒径０．１μｍ）に変えた以外は、実施例１と同様
にして電子写真感光体を作製した。実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った
。結果を表１に示す。
【０１５５】
　（実施例６）
　実施例１において凹形状部に含有される離型材料をシリコーン系離型剤（商品名：セパ
コート、信越化学製）に変えた以外は、実施例１と同様にして電子写真感光体を作製し、
同様の加工を行った。実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１
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に示す。
【０１５６】
　（実施例７）
　実施例１と同様に第二電荷輸送層を作製した。得られた電子写真感光体の表面に対して
、図４で示されるようなＫｒＦエキシマレーザー（波長λ＝２４８ｎｍ）を用いた凹形状
部作製方法を用いて、凹形状部を形成した。その際に、図１４で示すように直径１０μｍ
の円形のレーザー光透過部が５．０μｍ間隔で図のように配列するパターンを有する石英
ガラス製のマスクを用い、照射エネルギーを０．９Ｊ／ｃｍ３とした。更に、１回照射あ
たりの照射面積は２ｍｍ四方で行い、２ｍｍ四方の照射部位あたり３回のレーザー光照射
を行った。同様の凹形状部の作製を、図４に示すように、電子写真感光体を回転させ、照
射位置を軸方向にずらす方法により、感光体表面に対する凹形状部の形成を行った。
【０１５７】
　実施例１と同様に表面形状測定を行ったところ、図１５に示される凹形状部が形成され
ていることが確認された。また、凹形状部間隔は、１．４μｍの間隔で形成され、面積率
は４１％であった。
【０１５８】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１５９】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１６０】
　上記の方法により作製された凹形状部に離型材料を有する電子写真感光体に対して、超
深度形状測定顕微鏡ＶＫ－９５００（（株）キーエンス社製）を用いて表面観察を行った
。測定対象の電子写真感光体を円筒状支持体を固定できるよう加工された置き台に設置し
、電子写真感光体の上端から１７０ｍｍ離れた位置の表面観察を行った。その際、対物レ
ンズ倍率５０倍とし、感光体表面の１００μｍ四方を視野観察とし、測定を行った。測定
視野内に観察された凹形状部に離型材料が含有していることを確認した。
【０１６１】
　（実施例８）
　実施例７と同様に電子写真感光体を作製し、２ｍｍ四方の照射部位あたり５回のレーザ
ー光照射を行った以外は、実施例７と同様に表面形状形成を行った。実施例１と同様に表
面形状測定を行ったところ、凹形状部が形成されていることが確認された。また、凹形状
部間隔は、１．４μｍの間隔で形成され、面積率は４１％であった。
【０１６２】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１６３】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１６４】
　（実施例９）
　実施例１と同様に支持体上に導電層、中間層及び電荷発生層を作製した。
【０１６５】
　次に、上記構造式（１）で示される構造を有する電荷輸送物質１０部、
　結着樹脂として下記構造式（３）で示される構成単位を有するポリアリレート樹脂１０
部、
【０１６６】
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【化３】

【０１６７】
（上記、ポリアリレート樹脂中のテレフタル酸構造とイソフタル酸構造とのモル比（テレ
フタル酸構造：イソフタル酸構造）は５０：５０である。また、重量平均分子量（Ｍｗ）
は１３０，０００である）、
クロロベンゼン７０部、ジメトキシメタン３２部及び（メチルスルフィニル）メタン３部
の混合溶媒に溶解し、電荷輸送物質を含有する表面層用塗布液を調合した。このように調
製した表面層用塗布液を、塗布液温度を１５℃になるように冷却し、電荷発生層上に浸漬
コーティングし、支持体上に冷却された表面層用塗布液を塗布した。表面層用塗布液を塗
布する工程は、相対湿度４５％及び雰囲気温度２５℃の状態で行った。塗布工程終了から
１０秒後、予め装置内を相対湿度５０％及び雰囲気温度２８℃の状態にされていた結露工
程用装置内に、表面層用塗布液が塗布された支持体を６０秒間保持した。結露工程終了か
ら１２０秒後、予め装置内が１２０℃に加熱されていた送風乾燥機内に、支持体を入れ、
乾燥工程を６０分間行った。このようにして、支持体上端から１７０ｍｍ位置の、支持体
から最も遠い距離にある位置の電荷輸送層の膜厚の平均値が１５μｍで電荷輸送層を最表
面層として形成した。
【０１６８】
　実施例１と同様に表面形状測定を行ったところ、凹形状部が形成されていることが確認
された。また、凹形状部間隔は、０．３μｍの間隔で形成され、面積率は７２％であった
。
【０１６９】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１７０】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。なお、電子
写真感光体のトルク比率評価における表面に凹形状部が加工されていない電子写真感光体
には、上記感光体製造工程において、支持体上に表面層用塗布液を塗布した後、すぐに乾
燥工程を６０分間行い、表面に凹形状部を有さない感光体を用いた。
【０１７１】
　（実施例１０）
　実施例１と同様に支持体上に導電層、中間層及び電荷発生層を作製した。
【０１７２】
　次に、上記構造式（１）で示される構造を有する電荷輸送物質１０部、
　結着樹脂として上記構造式（３）で示される構成単位を有するポリアリレート樹脂１０
部、
（上記、ポリアリレート樹脂中のテレフタル酸構造とイソフタル酸構造とのモル比（テレ
フタル酸構造：イソフタル酸構造）は５０：５０である。また、重量平均分子量（Ｍｗ）
は１３０，０００である）
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クロロベンゼン７０部、ジメトキシメタン３２部及び（メチルスルフィニル）メタン３部
の混合溶媒に溶解し、電荷輸送物質を含有する表面層用塗布液を調合した。このように調
製した表面層用塗布液を、塗布液温度を１５℃になるように冷却し、電荷発生層上に浸漬
コーティングし、支持体上に冷却された表面層用塗布液を塗布した。表面層用塗布液を塗
布する工程は、相対湿度４５％及び雰囲気温度２５℃の状態で行った。塗布工程終了から
１０秒後、予め装置内を相対湿度５０％及び雰囲気温度２８℃の状態にされていた結露工
程用装置内に、表面層用塗布液が塗布された支持体を６０秒間保持した。結露工程終了か
ら１２０秒後、予め装置内が１２０℃に加熱されていた送風乾燥機内に、支持体を入れ、
乾燥工程を６０分間行った。
【０１７３】
　このようにして、電荷輸送層が表面層である電子写真感光体を作製した。
【０１７４】
　実施例１と同様に表面形状測定を行ったところ、凹形状部が形成されていることが確認
された。また、凹形状部間隔は、０．３μｍの間隔で形成され、面積率は７２％であった
。
【０１７５】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１７６】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。なお、電子
写真感光体のトルク比率評価における表面に凹形状部が加工されていない電子写真感光体
には、上記感光体製造工程において、支持体上に表面層用塗布液を塗布した後、すぐに乾
燥工程を６０分間行い、表面に凹形状部を有さない感光体を用いた。
【０１７７】
　（実施例１１）
　実施例１０において凹形状部に含有させる離型材料を表面処理シリカ粒子（商品名：Ｋ
ＭＰＸ－１００、信越化学工業製、平均粒径０．１μｍ）に変えた以外は、実施例１０と
同様にして電子写真感光体を作製し、同様の加工を行った。実施例１と同様に電子写真感
光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１７８】
　（実施例１２）
　実施例１０において凹形状部に含有させる離型材料をパーフルオロポリエーテル（商品
名：デムナムＳ－２０、ダイキン工業株式会社製　Ｍｗ≒２７００）に変えた以外は、実
施例１０と同様に電子写真感光体を作製し、同様の加工を行った。実施例１と同様に電子
写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。
【０１７９】
　（実施例１３）
　実施例１０において凹形状部に含有させる離型材料をチッ化ホウ素（キシダ化学株式会
社製試薬、平均粒径２μｍ）に変えた以外は、実施例１０と同様にして電子写真感光体を
作製し、同様の加工を行った。実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結
果を表１に示す。
【０１８０】
　（実施例１４）
　次に、下記構造式（４）で示される電荷輸送物質１０部、
【０１８１】
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【化４】

【０１８２】
　結着樹脂としてポリカーボネート樹脂１０部、
（商品名：ユーピロンＺ－４００、三菱エンジニアリングプラスチックス（株）製）［粘
度平均分子量（Ｍｖ）４０，０００］、
クロロベンゼン６５部、（メチルスルフィニル）メタン０．１部、メトキシメタン３４．
９部の混合溶媒に溶解し、電荷輸送物質を含有する表面層用塗布液を調合した。表面層用
塗布液を調合する工程は、相対湿度４５％及び雰囲気温度２５℃の状態で行った。
【０１８３】
　以上のように調製した表面層用塗布液を、電荷発生層上に浸漬コーティングし、円筒状
支持体上に表面層用塗布液を塗布する工程を行った。表面層用塗布液を塗布する工程は、
相対湿度４５％及び雰囲気温度２５℃の状態で行った。
【０１８４】
　塗布工程終了から２０秒後、予め装置内を相対湿度７０％及び雰囲気温度２５℃の状態
にされていた結露工程用装置内に、表面層用塗布液が塗布された円筒状支持体を６０秒間
保持した。
【０１８５】
　円筒状支持体保持工程終了から６０秒後、予め装置内が１２０℃に加熱されていた送風
乾燥機内に、円筒状支持体を入れ、乾燥工程を６０分間行った。
【０１８６】
　このようにして、電荷輸送層が表面層である電子写真感光体を作製した。
【０１８７】
　実施例１と同様に表面形状測定を行ったところ、凹形状部が形成されていることが確認
された。また、凹形状部間隔は、０．２μｍの間隔で形成され、面積率は６５％であった
。
【０１８８】
　次に、凹形状部に離型材料を含有させる工程を行った。四フッ化エチレン樹脂粒子（商
品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）を凹形状部を有する
表面にスプレー塗布した後、弾性ブレードを用いて表面を摺擦し、凹形状部に離型材料を
含有させた。
【０１８９】
　実施例１と同様に電子写真感光体の特性評価を行った。結果を表１に示す。なお、電子
写真感光体のトルク比率評価における表面に凹形状部が加工されていない電子写真感光体
には、上記感光体製造工程において、（メチルスルフィニル）メタン０．１部、を電荷輸
送層用塗布液に混合させずに、支持体上に表面層用塗布液を塗布した後、すぐに乾燥工程
を６０分間行い、表面に凹形状部を有さない感光体を用いた。
【０１９０】
　（比較例１）
　実施例１と同様に支持体上に導電層、中間層及び電荷発生層を作製した。
【０１９１】
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　次に、上記構造式（１）で示される構造を有する電荷輸送物質１０部、
　結着樹脂として上記構造式（３）で示される構成単位を有するポリアリレート樹脂１０
部、
（上記、ポリアリレート樹脂中のテレフタル酸構造とイソフタル酸構造とのモル比（テレ
フタル酸構造：イソフタル酸構造）は５０：５０である。また、重量平均分子量（Ｍｗ）
は１３０，０００である）
及びジメトキシメタン３０部／クロロベンゼン７０部の混合溶媒に溶解し、電荷輸送物質
を含有する塗布液を調製した。
【０１９２】
　次いで、四フッ化エチレン樹脂粒子５部、
（商品名：ルブロンＬ２、ダイキン工業（株）製、平均粒径０．２μｍ）
　上記構造式（３）で示される構成単位を有するポリアリレート樹脂５部、
クロロベンゼン７０部を混合し、更に分散助剤（アロンＧＦ３００、東亞合成株式会社製
）０．５部を添加した液を調整した。この液を高速液衝突型分散機（商品名：マイクロフ
ルイダイザーＭ－１１０ＥＨ、米Ｍｉｃｒｏｆｌｕｉｄｉｃｓ社製）にて５００ｋｇ／ｃ
ｍ２の圧力で２回通過させて、四フッ化エチレン樹脂粒子含有液を高圧分散した。なお、
分散直後の四フッ化エチレン樹脂粒子の平均粒径は０．１５μｍであった。
【０１９３】
　このようにして調製された四フッ化エチレン樹脂粒子分散液を、前記電荷輸送物質を含
有する塗布液に混合し、電荷輸送層用塗布液を作製した。加えた量は、塗布液中の全固形
分（電荷輸送物質、結着樹脂及び四フッ化エチレン樹脂粒子）に対して四フッ化エチレン
樹脂粒子の質量比が５％となるようにした。
【０１９４】
　以上のように調製した電荷輸送層用塗布液を、電荷発生層上に浸漬コーティングし、温
度１２０℃で６０分乾燥して、平均膜厚が１５μｍの電荷輸送層が最表面層である電子写
真感光体を形成した。
【０１９５】
　＜電子写真感光体の特性評価＞
　実施例１と同様の評価条件において、上記の四フッ化エチレン樹脂粒子分散液を電荷輸
送層の塗布液に用いた製造方法で作製された電子写真感光体の回転モータの初期の駆動電
流値を電流値Ａ、２，０００枚耐久後の駆動電流値を電流値Ｃ、とした。また、上記製造
条件において四フッ化エチレン樹脂粒子分散液を塗布液に混合させずに作製した電荷輸送
用塗布液を用いて作製した電子写真感光体の駆動電流値を電流値Ｂ、２，０００枚耐久後
の駆動電流値を電流値Ｄとした以外は同様の条件で評価を行った。
【０１９６】



(26) JP 5089271 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

【表１】

【図面の簡単な説明】
【０１９７】
【図１】本発明における凹形状部の形状例（表面）を示す図である。
【図２】本発明における凹形状部の形状例（断面）を示す図である。
【図３】本発明におけるマスクの配列パターンの例（部分拡大図）を示す図である。
【図４】本発明におけるレーザー加工装置の概略図の例を示す図である。
【図５】本発明により得られた感光体最表面の凹形状部の配列パターンの例（部分拡大図
）を示す図である。
【図６】本発明におけるモールドによる圧接形状転写加工装置の概略図の例を示す図であ
る。
【図７】本発明におけるモールドによる圧接形状転写加工装置の概略図の別の例を示す図
である。
【図８Ａ】本発明におけるモールドの形状の例を示す図である。
【図８Ｂ】本発明におけるモールドの形状の別の例を示す図である。
【図９】フィシャースコープＨ１００Ｖ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）の出力チャートの概略を
示す図である。
【図１０】フィシャースコープＨ１００Ｖ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）の出力チャートの一例
を示す図である。
【図１１】本発明による電子写真感光体を有するプロセスカートリッジを備えた電子写真
装置の概略構成の一例を示す図である。
【図１２】実施例１で使用したモールドの形状（部分拡大図）を示す図である。
【図１３】実施例１により得られた感光体最表面の凹形状部の配列パターン（部分拡大図
）を示す図である。
【図１４】実施例７で使用したマスクの配列パターンを示す図（部分拡大図）である。
【図１５】実施例７により得られた感光体最表面の凹形状部の配列パターン（部分拡大図
）を示す図である。
【符号の説明】
【０１９８】
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　１　　　電子写真感光体
　２　　　軸
　３　　　帯電手段
　４　　　露光光
　５　　　現像手段
　６　　　転写手段
　７　　　クリーニング手段
　８　　　定着手段
　９　　　プロセスカートリッジ
　１０　　案内手段
　ａ　　　レーザー光遮蔽部
　ｂ　　　レーザー光透過部
　ｃ　　　エキシマレーザー光照射器
　ｄ　　　ワーク回転用モーター
　ｅ　　　ワーク移動装置
　ｆ　　　感光体ドラム
　ｇ　　　凹み非形成部
　ｈ　　　凹み形成部
　Ａ　　　加圧装置
　Ｂ　　　モールド
　Ｃ　　　感光体
　Ｐ　　　転写材
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